「科学文化の拠点形成＠やまがた」企画書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山形大学理学部　（地域貢献委員会）

                                           地域貢献委員会　委員長　坂本政臣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実施主担当　柴田晋平
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事業の目的

お茶の間でサッカーの話題が話されるように、音楽が日々の暮らしを潤すように、科学が日常生活の中に浸透し、市民の豊かな生活に科学が必要なものであるとみんなが思うような地域社会作りをおこなう。もって、科学が国民の底力となることに貢献する。このような「科学文化形成」という試みは現代社会に強く要求されてしかもまだノウハウは確立していない先進的な試みであり、山形大学が科学文化形成運動の最先端を走ろうと思う。いっぽうでは、同時にこれは、市民が科学を支えるという意識を芽生えさせ、科学的な探求の促進にも効果を持つと考えられる。
背景
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科学理解増進活動は初期段階では、「outreach 」という単語に象徴されるように研究成果の公開や子供たち若者への科学の動機付けの機会提供という方法がほとんどであった。これらの活発な活動は現在も推進されるべきであるが、さらに進んで双方向的な理解増進活動という方法が現在模索され成果が出始めている。この延長上に科学が文化として定着する時代がやってくると思われる。

　双方向的な理解増進活動とは、科学の研究・教育に携わるものと市民、子供たちが直接対話し、双方向に学びあう活動、さらに、進んでサイエンスコミュニケーたーを養成し、「市民が市民に語るサイエンス」が実現して非常に浸透力のある理解増進活動ができる段階である。この状態では、たとえば、大学主催の講演会、実験講座であっても運営には市民が深く関わることになる。また、サイエンスコミュニケーターは大学以外の日常生活の中で科学理解増進活動を行う。

　科学文化形成のために効果が高いとおもわれる双方向的な科学理解増進活動は、「やまがた天文台」「星のソムリエ資格認定制度」「サイエンスサマースクールinやまがた」「サイタねっと」、数学分野で先行している「高大連携事業」、「小さな科学者体験学習会」、また、現在ＪＳＴ地域ネットワーク支援事業として行われている「科学の花咲かせ隊」の事業、などである。

事業計画
5年計画で科学文化形成の活動拠点を形成する。本事業は理学部（地域貢献委員会）が主体となり、
(1) 小白川地区の科学文化形成に向けた活動をサポートし、
(2) 地域の科学文化形成ネットワーク形成を促進し、
(3) 科学文化形成のノウハウの開発・普及を行う。
具体的には以下３つの事業をおこなう。なお、科学理解増進活動では各学部やサイタセンターをはじめ様々な単位で独自のミッションによる優れた活動がされて成果を挙げていることを前提としている。それらの特長を生かして、さらに双方向性を高め科学文化形成につなげるノウハウ等の提供おこなう。そのようなノウハウの実験的検証は理学部で行い成果を全国に向け発表する。3年後以降では双方向性に優れた「科学の花さかせ隊」の人材養成をサイタセンターと共同しておこなう。
事業Ｉ　双方向的に開かれた施設

運営の市民参加、サイエンスコミュニケーターが活躍する「敷居が低い」市民に開かれた施設作りを創造し支援する。具体的には、やまがた天文台、サイエンスサマースクールin やまがた、サイタネット、サイエンスカフェなど。いずれもすでに成果を挙げている活動であるが、本プロジェクトで双方向性の確立から文化形成のレベルに高めてゆく。事業への市民参加をスタートさせる。年間受益者15000人規模の事業とする。初年度は上記以外の各学部、サイタセンターなどとの長期連携についての研究をおなう。
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事業 II サイエンスコミュニケーター養成
双方向的な科学理解増進に欠かせないのがサイエンスコミュニケーターである。これは、
たとえば北海道大学科学技術コミュニケーション教育研究部などで推進している専門的な科学技術コミュニケーターでなく、すでに成功している「星のソムリエ」のように市民に浸透して「市民が市民に語る」サイエンスが実現する生活に密着したサイエンスコミュニケーターの養成である。このような試みは今後実験的段階を経て完成するものとおもわれるが、山形大学ではこれを全国に先駆けて成功させたい。
星のソムリエ養成事業、科学の花咲かせ隊養成事業、山形県の推進するサイエンスナビゲータ派遣事業などを地域のＮＰＯ，自治体などと連携して実施する。

事業 III 学校教育との双方向的な連携

小白川各学部でおこなっている小中高校の学校教育現場との連携活動の双方向性を高めるノウハウを開発する。学校教育、大学教育ともに現場は非常に多忙であり連携が効果を出すためには事業IIのサイエンスコミュニケーターの助けを借りて地域の生活に根ざした活動をおこなわなければならない段階であると考えている。そのためのノウハウを本事業前半2年程度で見出したい。後半3年で効果を出す予定である。

事業 IV 科学文化形成事業統括

地域貢献委員会において組織的に科学文化形成の事業を企画調整する。特に、個別の事業の実施を科学文化形成として成立するよう評価し進化するように研究する。ノウハウを蓄積する。全体の宣伝、地域のＮＰＯ，自治体などと連携する企画をおこなう。

事業終了後の目標

双方向的事業は自走的な性質をもっていることが星のソムリエで実証されている。したがって、小白川地区の科学文化形成関連事業が、もし一方向的であれば2000万円規模の負担があっても、双方向事業であれば大学の負担は500万－1000万円くらいで実施可能となる。それは、科学文化形成の事業は基本的に参加者に幸せ感をもたらすものであり事業実施に伴って高い達成感が得られることが根本的にあるからである。
予算

初年度予算は理学部が200万円、大学の事業費（学長裁量経費）からのご支援を300万円で実施したい。

事業支出内訳

	事業Ｉ　

双方向的に開かれた施設
	1,960
	やまがた天文台、サイエンスサマースクール、小さな科学者体験学習会、サイタネットなど事業の実施（実験費、謝金など）

	事業 II 

サイエンスコミュニケーター養成
	990
	星のソムリエ、天文以外3分野のコミュニケーター養成の研究会の開催、カリキュラム検討会議

	事業 III 

学校教育との双方向的な連携
	360
	高大連携事業（出版物、旅費、謝金）

	事業 IV 科学文化形成事業統括

	1690
	広報チラシ、郵送費、検討会議費、人件費

	合計
	5000
	


